3.4.6 環境保全対策

（1） 環境保全対策に係る地域の概況

事業計画地周辺の用途地域の指定状況は図3-5に示すとおりであり、事業計画地周辺は市街化調整区域となっている。
また、事業計画地周辺の学校・幼稚園、保育所、病院・診療所及び老人ホームの分布状況は、表3-7及び図3-6に示すとおりである。
直近の保全対象施設は、事業計画地の東側約500ｍに休憩施設（道の駅いずみ山愛の里）、また、北東側約600ｍに直近民家がある。
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　　図 3-5　最終処分場周辺の用途地域の指定状況
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図3-5　最終処分場周辺の用途地域の指定状況

表3-7　事業計画地周辺の学校・幼稚園・保育所・病院・診療所・老人ホーム

	種別
	番号
	名称
	住所

	●
学校・幼稚園
	1
	南池田小学校
	和泉市
	納花町181

	
	2
	緑ケ丘小学校
	
	緑ケ丘3-4-1

	
	3
	南松尾小学校
	
	久井町430

	
	4
	横山小学校
	
	北田中町183

	
	5
	青葉はつがの小学校
	
	はつが野1-50-1

	
	6
	南松尾中学校
	
	春木町615-4

	
	7
	南池田中学校
	
	鍛冶屋町226

	
	8
	槇尾中学校
	
	仏並町198

	
	9
	南松尾幼稚園
	
	久井町505-1

	
	10
	横山幼稚園
	
	下宮町406-1

	
	11
	和泉緑ヶ丘幼稚園
	
	緑ヶ丘3-4-32

	▲保育所
	12
	緑ヶ丘保育園
	
	緑ヶ丘3-1-12

	
	13
	南池田第ニ保育園
	
	浦田町1414-1

	
	14
	横山第二保育園
	
	仏並町1739

	
	15
	南松尾保育園
	
	久井町500-1

	■病院・診療所（入院施設のあるもの）
	16
	（医）和気会　新生会病院
	
	松尾寺町113

	
	17
	（医）橘会　横山病院
	
	仏並町287

	
	18
	（医）和泉会　和泉丘病院
	
	久井町1286

	
	19
	（社）ひかりの園診療所
	
	下宮町141-1

	◆老人ホーム
	20
	プリムラ和泉
	
	松尾寺町330

	
	21
	特別養護老人ホームひかりの園
	
	下宮町141-1

	
	22
	ザ・シーズン
	
	久井町1286

	◎休憩施設
	2３
	道の駅いずみ山愛の里
	
	仏並町398-1

	★直近住居
	
	
	
	


※種別の記号及び番号は、図3-6に対応している。
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　　図 3-6　最終処分場周辺の学校・幼稚園・保育所

Ｎ

　　　　　　　　　　　　　　　・病院・診療所・老人ホームの分布状況

　　　　　　　　　　資料：「いずみ市マップ　公共施設位置情報」和泉市ホームページ

　　　　　　　　　　　　　「和泉市の身近なお医者さん」（社）和泉市医師会
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図3-6　最終処分場周辺の学校・幼稚園・保育所・病院・保健所・老人ホームの分布状況

（2） 環境保全対策の概要

埋立作業の実施に際しては、関係法令等を遵守し、環境に及ぼす影響を可能な限り小さくするため、以下に示す対策を講じており、今後も継続していくものとする。

1） 大気質
· 事業計画地からの土砂等の飛散防止のため、周囲には植樹を行い、また、外周にはフェンスを設けており、状況により、散水車を用いた散水等の対策を行う。
· 産業廃棄物等が飛散・流出しないように転圧締固め、即日覆土を実施する。

· 廃棄物等運搬時は荷台にシートを掛けることで、廃棄物等の飛散防止対策を行う。

· 廃棄物等運搬車両及び埋立作業機械等は、整備・点検を行うことにより、常に良好な状態で使用し、環境への負荷を軽減する。
· 大気質に及ぼす影響を軽減するため、廃棄物等運搬車両等の走行に際しては、制限速度の遵守、駐車時のアイドリング禁止等、運転者に適正走行の周知徹底を図るよう指導する。
· 沿道環境を保全するため、廃棄物等運搬車両は、本計画で予定した図3-3の指定ルートを走行するよう指示する。

· 廃棄物等運搬車両については、当社フロントサービスセンターより、各工場に搬入台数や出発時刻等の指示を出し、特定の日や時間帯に運搬車両が集中しないように運行指定を行う。
· 最終処分場の設置場所は、大阪府生活環境の保全等に関する条例（平成６年大阪府条例第6号）第40条の14第2項の「対策地域」であることから、自社の廃棄物等運搬車両については、適合車等標章（ステッカー）を表示した車種規制適合車を必ず使用し、また、自社以外の廃棄物等を搬入する者に対しては、車種規制適合車等を使用しなければならないことを周知し、また、受付窓口にて適合車等標章（ステッカー）の表示の有無を確認し、表示をしていない者に対しては、車種規制適合車等を使用しなければならないことを指導する。

· 廃棄物等運搬車両等の自動車排出ガスによる大気質への影響を軽減するために、自社の廃棄物等運搬車両については、燃費の管理及び乗務員教育によりエコドライブを推進し、また、自社以外の廃棄物等を搬入する者に対しては、ポスター等の設置によるエコドライブの啓発活動を実施する。
2） 騒音・振動

· 廃棄物等運搬車両及び埋立作業機械等は、整備・点検を行うことにより、常に良好な状態で使用し、環境への負荷を低減する。
· 埋立作業機械は、低騒音型を用いる。

· 埋立作業機械の稼働時間帯は昼間の９時～17時とし、夜間の環境への負荷を軽減する。
· 騒音及び振動に及ぼす影響を軽減するため、運搬車両等の走行に際しては、制限速度の遵守等、運転者に適正走行の周知徹底を図るよう指導する。また、埋立作業機械の作業等にあたり、空ふかしや不必要なアイドリング禁止等の作業員への教育を徹底する。
· 沿道環境を保全するため、廃棄物等運搬車両は、本計画で予定した図3-3の指定ルートを走行するよう指示する。

· 廃棄物等の搬出入の時間帯は昼間の９時～17時とし、車両の運行は昼間の時間帯に限定することで、夜間の沿道環境を保全する。

· 廃棄物等運搬車両については、当社フロントサービスセンターより、各工場に搬入台数や出発時刻等の指示を出し、特定の日や時間帯に運搬車両が集中しないように運行指定を行う。

3） 悪臭

· 廃棄物等運搬時は荷台にシートを掛けることで、悪臭の影響を軽減する。

· 埋立期間中における日々の作業終了時には覆土を行い、悪臭の発生を軽減する。
· 嫌気状態を回避するため2000m2につき１箇所、ガス抜き孔や竪型集水管を設置して地中を好気環境に保ち、悪臭の発生を抑制する。

· 浸出水処理施設から発生する臭気は、脱臭設備で処理する。

4） 水質
· 埋立地周辺の雨水は、埋立地内に流入させないように、側溝及び沈砂機能を備えた防災調整池を経て放流する。

· 埋立地内の雨水のうち、廃棄物等に触れない掘削法面に降った雨水も同様に、側溝及び沈砂機能を備えた防災調整池（雨水集排水施設）を経て放流する。

· 埋立地内の雨水のうち、上記以外の水は、脱窒・膜ろ過・活性炭濾過等の設備を持つ浸出水処理施設にて管理基準値以下に処理後、沈砂機能を備えた防災調整池を経て放流する。
· 浸出水による地下水汚染を防止するため、遮水シートを敷設するとともに、観測井において地下水質の異常の有無を毎月（電気伝導度及び塩化物イオン）確認し、遮水シートの長期的な安全性の確保に努める。
· 浸出水処理施設の調整槽は、沈殿物の除去清掃作業に必要なタラップを取り付けるなど、適切な維持管理を行うことが出来るようにする。
· 埋立終了後も知事の廃止の確認がされる時点までは、浸出水処理施設を稼働し、放流水のモニタリングを行う。

5） その他

· 廃棄物等を受け入れる際には、搬入管理設備を設置し、受け入れる廃棄物等の種類、性状等の管理を行うとともに、毎月１回の頻度で種類毎の量の集計も行う。

· 受け入れる産業廃棄物は、可能な限りリサイクルを行った結果、これ以上分別できない混合廃棄物が主であるが、木くずや紙くず等の有機性廃棄物の混入を極力少なくするとともに、ガス抜き孔や竪型集水管により地中を好気環境に保つことで、温室効果ガスであるメタンガスの発生抑制に努める。

· 汚染土壌を受け入れる際は、あらかじめ土壌汚染状況調査結果により、第二溶出量基準に適合していることが確認されたもののみを受け入れる。

（3） 排ガス、放流水、騒音・振動等に係る排出基準等の規制基準及び環境基準等

調査事項に係る項目とその規制基準・環境基準等を下記に示す。
1） 環境基本法に基づく環境基準
環境基本法（平成５年11月19日法律第91号）第16条に基づき、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準（環境基準）が定められている。
1 大気の汚染に係る環境基準

環境基本法に基づく大気の汚染に係る環境基準は表3-8に示すとおりである。
表3-8　大気の汚染に係る環境基準

	物　　質
	環　境　上　の　条　件
	測　定　方　法

	二酸化硫黄
	１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、１時間値が0.1ppm以下であること。
	溶液導電率法又は紫外線蛍光法

	一酸化炭素
	１時間値の１日平均値が10ppm以下であり、かつ、１時間値の８時間平均値が20ppm以下であること。
	非分散型赤外線分析計を用いる方法

	浮遊粒子状物質
	１時間値の１日平均値が0.10mg/m３以下であり、かつ、１時間値が0.20mg/m３以下であること。
	濾過捕集による重量濃度測定方法又は、この方法によって測定された重量濃度と直線的な関係を有する量が得られる光散乱法、圧電天びん法若しくはベータ線吸収法

	光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ
	１時間値が0.06ppm以下であること。
	中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光度法若しくは電量法、紫外線吸収法又はエチレンを用いる化学発光法

	二酸化窒素
	１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下であること。
	ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾンを用いる化学発光法

	ベンゼン
	１年平均値が0.003mg/m３以下であること。
	キャニスター又は捕集管により採取した試料をガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法又はこれと同等以上の性能を有することが確認された測定方法についても使用可能とする。

	ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
	１年平均値が0.2mg/m３以下であること。
	

	ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
	１年平均値が0.2mg/m３以下であること。
	

	ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ
	１年平均値が0.15mg/m３以下であること。
	

	微小粒子状物質
	１年平均値が15μg/m３以下であり、かつ、１日平均値が35μg/m３以下であること。
	微小粒子状物質による大気の汚染の状況を的確に把握することができると認められる場所において、濾過捕集による質量濃度測定方法又はこの方法によって測定された質量濃度と等価な値が得られると認められる自動測定機による方法


備　考
１．環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。 
２．浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が10μm以下のものをいう。 
３．光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。
４．微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が2.5μmの粒子を50％の割合で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。
５．二酸化窒素について、１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、原則として、このゾーン内において、現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものとする。 
６．ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。
資料：「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和48年　環境庁告示第25号）
 　    　「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和53年　環境庁告示第38号）
   　    「ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について」（平成９年　環境庁告示第４号）
   　    「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」（平成21年　環境省告示第33号）

2 騒音に係る環境基準

騒音に係る環境基準は表3-9(1)及び(2)に示すとおりである。事業計画地は市街化調整区域であり、B類型となっている。
表3-9(1)  騒音に係る環境基準
（道路に面する地域以外の地域）
	地域の
類型
	基　　準　　値

	
	昼　間（午前６時から午後10時まで）
	夜　間（午後10時から翌日の午前６時まで）

	ＡＡ
	50デシベル以下
	40デシベル以下

	Ａ及びＢ
	55デシベル以下
	45デシベル以下

	Ｃ
	60デシベル以下
	50デシベル以下


（道路に面する地域）
	地　域　の　区　分
	基　　準　　値

	
	昼　間
（午前６時から
午後10時まで）
	夜　間
（午後10時から
翌日の午前６時まで）

	Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域
	60デシベル以下
	55デシベル以下

	Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域
	65デシベル以下
	60デシベル以下

	幹線交通を担う道路に近接する空間
	70デシベル以下
	65デシベル以下


評価方法

1. 評価は、個別の住居等が影響を受ける騒音レベルによることを基本とし、住居等の用に供される建物の騒音の影響を受けやすい面における騒音レベルによって評価するものとする。この場合において屋内へ透過する騒音に係る基準については、建物の騒音の影響を受けやすい面における騒音レベルから当該建物の防音性能値を差し引いて評価するものとする。

2. 騒音の評価手法は、等価騒音レベルによるものとし、時間の区分ごとの全時間を通じた等価騒音レベルによって評価することを原則とする。

3. 評価の時期は、騒音が１年間を通じて平均的な状況を呈する日を選定するものとする。

達成期間等

1. 環境基準は、次に定める達成期間でその達成又は維持を図るものとする。

（1） 道路に面する地域以外の地域については、環境基準の施行後直ちに達成され、又は維持されるよう努めるものとする。

（2） 既設の道路に面する地域については、関係行政機関及び関係地方公共団体の協力の下に自動車単体対策、道路構造対策、交通流対策、沿道対策等を総合的に実施することにより、環境基準の施行後10年以内を目途として達成され、又は維持されるよう努めるものとする。ただし、幹線交通を担う道路に面する地域であって、道路交通量が多くその達成が著しく困難な地域については、対策技術の大幅な進歩、都市構造の変革等とあいまって、10年を超える期間で可及的速やかに達成されるよう努めるものとする。

（3） 道路に面する地域以外の地域が、環境基準が施行された日以降計画された道路の設置によって新たに道路に面することとなった場合にあっては(1)及び(2)にかかわらず当該道路の供用後直ちに達成され又は維持されるよう努めるものとし、環境基準が施行された日より前に計画された道路の設置によって新たに道路に面することとなった場合にあっては(2)を準用するものとする。

2. 道路に面する地域のうち幹線交通を担う道路に近接する空間の背後地に存する建物の中高層部に位置する住居等において、当該道路の著しい騒音がその騒音の影響を受けやすい面に直接到達する場合は、その面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められ、かつ、屋内へ透過する騒音に係る基準が満たされたときは、環境基準が達成されたものとみなすものとする。

3. 夜間の騒音レベルが73デシベルを超える住居等が存する地域における騒音対策を優先的に実施するものとする。

表3-9(2)  騒音に係る環境基準
（騒音に係る環境基準の類型ごとに当てはめる地域の指定）
	地域の類型
	該当地域

	AA
	富田林市大字甘南備（大阪府立金剛コロニーの敷地）

	A
	都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域

	B
	都市計画法第２章の規定により定められた第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同法第８条第１項第１号に規定する用途地域のない地域（AAに該当する区域、関西国際空港及び八尾空港の敷地並びに工業用の埋立地を除く。）

	C
	都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域、商業地域、準工業地域（関西国際空港及び大阪国際空港の敷地を除く。）及び工業地域（関西国際空港の敷地を除く。）


資料：「騒音に係る環境基準について」（平成10年　環境庁告示第64号）

「騒音に係る環境基準の類型ごとに当てはめる地域の指定」

（平成11年　大阪府告示第29号　改正：平成22年　大阪府告示第57号）
3 水質に係る環境基準等
水質に係る環境基準は、表3-10(1)～(3)に、農業用水基準等は、表3-11(1)～(2)に示すとおりである。　

表3-10(1)　人の健康の保護に係る環境基準

	項目
	基準値

	カ ド ミ ウ ム
	0.01mg/L 以下

	全 シ ア ン
	検出されないこと。

	鉛
	0.01mg/L 以下

	六 価 ク ロ ム
	0.05mg/L 以下

	砒 素
	0.01mg/L 以下

	総 水 銀
	0.0005mg/L以下

	ア ル キ ル 水 銀
	検出されないこと。

	Ｐ Ｃ Ｂ
	検出されないこと。

	ジクロロメタン
	0.02mg/L 以下

	四 塩 化 炭 素
	0.002mg/L以下

	1,2-ジクロロエタン
	0.004mg/L以下

	1,1-ジクロロエチレン
	0.1mg/L 以下

	シス-1,2-ジクロロエチレン
	0.04mg/L 以下

	1,1,1-トリクロロエタン
	１mg/L 以下

	1,1,2-トリクロロエタン
	0.006mg/L以下

	トリクロロエチレン
	0.03mg/L 以下

	テトラクロロエチレン
	0.01mg/L 以下

	1,3-ジクロロプロペン
	0.002mg/L以下

	チ ウ ラ ム
	0.006mg/L以下

	シ マ ジ ン
	0.003mg/L以下

	チオベンカルブ
	0.02mg/L 以下

	ベ ン ゼ ン
	0.01mg/L 以下

	セ レ ン
	0.01mg/L 以下

	硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
	10mg/L 以下

	ふ っ 素
	0.8mg/L 以下

	ほ う 素
	1mg/L 以下

	1,4-ジオキサン
	0.05mg/L 以下

	備考

　１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については 、最高値とする｡

　２　「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

　３　海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。


資料：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年　環境庁告示第59号）

表3-10(2)  水質に係る環境基準（生活環境の保全に関する環境基準）

（河川）ア

	項目

類型
	利用目的の
適 応 性
	基 準 値
	該当水域

	
	
	水素イオン濃 度
(ｐＨ)
	生物化学的
酸素要求量
（BOD）
	浮遊物質量
(ＳＳ)
	溶存酸素量
(ＤＯ)
	大腸菌群数
	

	ＡＡ
	水 道 １ 級
自然環境保全
及びＡ以下の欄に
掲げるもの
	6.5以上
8.5以下
	１mg/L
以下
	25mg/L
以下
	7.5mg/L
以上
	50MPN/
100mL以下
	第１の2の(2)により水域類型ごとに指定する水域

	Ａ
	水 道 ２ 級
水 産 １ 級
水 浴
及びＢ以下の欄に
掲げるもの
	6.5以上
8.5以下
	２mg/L
以下
	25mg/L
以下
	7.5mg/L
以上
	1,000MPN/
100mL以下
	

	Ｂ
	水 道 ３ 級
水 産 ２ 級
及びＣ以下の欄に
掲げるもの
	6.5以上
8.5以下
	３mg/L
以下
	25mg/L
以下
	５mg/L
以上
	5,000MPN/
100mL以下
	

	Ｃ
	水 産 ３ 級
工業用水１級
及びＤ以下の欄に
掲げるもの
	6.5以上
8.5以下
	５mg/L
以下
	50mg/L
以下
	５mg/L
以上
	－
	

	Ｄ
	工業用水２級
農 業 用 水
及びＥの欄に
掲げるもの
	6.0以上
8.5以下
	８mg/L
以下
	100mg/L
以下
	２mg/L
以上
	－
	

	Ｅ
	工業用水３級
環 境 保 全
	6.0以上
8.5以下
	10mg/L
以下
	ごみ等の浮遊が認められないこと。
	２mg/L
以上
	－
	

	測 定 方 法
	規格12.1に定める方法又はガラス電極を用いる水質自動監視測定装置によりこれと同程度の計測結果の得られる方法
	規格21に定める方法
	付表８に掲げる方法
	規格32に定める方法又は隔膜電極を用いる水質自動監視測定装置によりこれと同程度の計測結果の得られる方法
	最確数による
定量法
	

	備 考

　１　基準値は、日間平均値とする（湖沼、海域もこれに準ずる。）。

　２　農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量５mg/L以上とする。


注）
１
自然環境保全
：
自然探勝等の環境保全


２
水道１級
：
ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの



水道２級
：
沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの



水道３級
：
前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの


３
水産１級
：
ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用



水産２級
：
サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用



水産３級
：
コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用


４
工業用水１級
：
沈殿等による通常の浄水操作を行うもの



工業用水２級
：
薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの



工業用水３級
：
特殊の浄水操作を行うもの


５
環境保全
：
国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。) において不快感を生じない限度

資料：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年　環境庁告示第59号）
表3-10(3)  水質に係る環境基準（生活環境の保全に関する環境基準）

　イ

	項目

類型
	水生生物の生息状況の適応性
	基 準 値
	該当水域

	
	
	全　亜　鉛
	

	生物Ａ
	イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物及びこれらの餌生物が生息する水域
	0.03mg/L　以下
	第１の2の(2)により水域類型ごとに指定する水域

	生物特Ａ
	生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域
	0.03mg/L　以下
	

	生物Ｂ
	コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこれらの餌生物が生息する水域
	0.03mg/L　以下
	

	生物特Ｂ
	生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域
	0.03mg/L　以下
	

	測 定 方 法
	規格53に定める方法（準備操作は規格53に定める方法によるほか、付表９に掲げる方法によることができる。また、規格53で使用する水については付表９の１(1)による。）
	　

	備 考

　１　基準値は、年間平均値とする。（湖沼、海域もこれに準ずる。）


資料：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年　環境庁告示第59号）
＜参考＞農業用水の水質指標について

農業用水基準（表3-11(1) 参照）は、昭和44年春から約１ヶ年間、汚濁物質別について「水稲」に被害を与えない限度濃度を検討し、学識経験者の意見も取り入れて、昭和45年3月に定められた基準で、法的効力はないが、水稲の正常な成育のために望ましいかんがい用水の指標として利用されている。

なお、農業用水の水質については、この他に千葉県農場試験場が、水質汚濁によって水稲に被害の発現する許容濃度の目安（表3-11(2) 参照）を、また、東京都農場試験場が、窒素濃度と水稲生育収量の関係（表3-11(3) 参照）について報告を行っている。

表3-11(1) 農業用水基準
	項  目
	農業（水稲）用水基準 
（農林水産技術会議

昭和46年10月４日）

	pH（水素イオン濃度）
	6.0～7.5

	COD（化学的酸素要求量）
	6 mg/L以下

	BOD（生物化学的酸素要求量）
	－

	SS（浮遊物質）
	100 mg/L以下

	DO（溶存酸素）
	5 mg/L以上

	T-N（全窒素濃度）
	1 mg/L以下

	NH4-N（アンモニア性窒素）
	－

	EC（電気伝導度）
	0.3 mS/cm以下

	Cl-（塩素イオン）
	－

	ER（蒸発残留物）
	－

	重金属
	As（ヒ素）
	0.05mg/L以下


	
	Zn（亜鉛）
	0.5 mg/L以下

	
	Cu（銅）
	0.02 mg/L以下

	ABS(アルキルベンゼンスルホン酸)
	－


表3-12(2) 水稲の生育に対する水質汚濁の許容濃度の目安

	項  目
	水稲の生育に対する

水質汚濁の許容濃度の目安

（千葉県農場試験場）

	pH（水素イオン濃度）
	6.0～7.5

	COD（化学的酸素要求量）
	8 mg/L以下

	BOD（生物化学的酸素要求量）
	5～8 mg/L以下

	SS（浮遊物質）
	100 mg/L以下

	DO（溶存酸素）
	5 mg/L以上

	T-N（全窒素濃度）
	5 mg/L以下

	NH4-N（アンモニア性窒素）
	3 mg/L以下

	EC（電気伝導度）
	1 mS/cm以下

	Cl-（塩素イオン）
	500～700 mg/L以下

	ER（蒸発残留物）
	1000 mg/L以下

	重金属
	As（ヒ素）
	－

	
	Zn（亜鉛）
	－

	
	Cu（銅）
	－

	ABS(アルキルベンゼンスルホン酸)
	3 mg/L以下


表3-13(3)  農業用水の窒素濃度と水稲生育収量の関係
	窒素濃度

（Ｔ－Ｎ）
	生育収量への影響

	１mg/L以下
	まったくなし

	１～３mg/L以下
	やや過繁茂

	３～５mg/L以下
	過繁茂、ときに収量減

	５～10mg/L以下
	収量減

	１０mg/L以下
	収量激減


資料：東京都農業試験場 1967年

4 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境基準

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境基準は表3-14に示すとおり、ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染について定められている。

表3-14　ダイオキシン類に係る環境基準
	媒体
	基　準　値
	測　定　方　法

	大気
	0.6pg-TEQ/m３以下
	ポリウレタンフォームを装着した採取筒をろ紙後段に取り付けたエアサンプラーにより採取した試料を高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法

	水質（水底の底質を除く）
	1pg-TEQ/L以下
	日本工業規格K0312に定める方法

	水底の底質
	150pg-TEQ/g以下
	水底の底質中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法

	土壌
	1,000 pg-TEQ/g以下
	土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法
（ポリ塩化ジベンゾフラン等（ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンをいう。以下同じ。）及びコプラナーポリ塩化ビフェニルをそれぞれ測定するものであって、かつ、当該、ポリ塩化ジベンゾフラン等を２種類以上のキャピラリーカラムを併用して測定するものに限る。）


備　考
１．基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。
２．大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。
３．土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマトグラフ三次元四重極形質量分析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方法を除く。以下、「簡易測定方法」という。）により測定した値（以下、「簡易測定値」という。）に2を乗じた値を上限、簡易測定値の0.5を乗じた値を下限とし、その範囲内の値をこの表の土壌の欄に掲げる測定方法により測定した値とみなす。

４．土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が250pg-TEQ/g以上の場合（簡易測定方法により測定する場合にあっては、簡易測定値に２を乗じた値が250pg-TEQ/g以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。
資料：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成11年　環境庁告示第68号　改正：平成21年　環境庁告示第11号）

2） 公害関係法令に基づく規制基準
1 大気汚染に係るもの

大気汚染については、「大気汚染防止法」（昭和43年６月10日法律第97号）、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」（平成４年６月３日法律第70号）（以下、「自動車NOx・PM法」という。）、「大阪府生活環境の保全等に関する条例」（平成６年３月23日大阪府条例第６号）（以下、「府条例」という。）及び「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（平成17年5月25日法律第51号）（以下、「オフロード法」という。）に基づいて規制が行われている。
大気汚染防止法では、工場・事業場における事業活動や建築物の解体等に伴うばい煙及び粉じんの排出等を規制し、また、自動車排出ガスに係る許容限度が定められている。
自動車NOx・PM法では、大気汚染の厳しい大都市地域を指定して、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の総量の削減に関する基本方針及び計画の策定や、当該地域内に使用の本拠の位置を有する一定の自動車につき窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準が定められている。なお、和泉市は対策地域に該当する。

府条例では、ばい煙、粉じん発生施設に対して排出基準等が定められており、自動車排出ガスについては、自動車の使用者、運転者に対して、自動車の合理的な使用、必要な整備、適正な運転等に努めるよう定められている。また、平成21年１月から、自動車NOx・PM法の窒素酸化物及び粒子状物質排出基準を満たさないトラック・バス等を対象として、同法の対策地域への流入規制が実施されている。なお、和泉市は対策地域に該当する。

オフロード法では、特定原動機及び特定特殊自動車について技術上の基準を定め、特定特殊自動車の使用について必要な規制を行うこと等により、特定特殊自動車排出ガスの排出を抑制している。

2 騒音に係るもの

騒音については、「騒音規制法」（昭和43年６月10日法律第98号）及び府条例に基づいて規制されている。規制対象となる地域を指定し、その地域内の工場・事業場、建設作業、自動車等の発生源の種類や地域ごとに、各々の特性に応じた規制が行われている。

《騒音規制法に基づく規制》

騒音規制法第３条第１項に基づく指定地域は、大阪府においては、「騒音規制法に基づく特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴つて発生する騒音について規制する地域」（昭和49年７月１日大阪府告示第948号）により指定されており、府の区域（大阪市、堺市、岸和田市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、茨木市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市の区域を除く。）のうち次に掲げる地域以外の地域とされている。

(1) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた工業専用地域

(2) 関西国際空港及び大阪国際空港の敷地

(3) 工業用の埋立地のうち都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない地域

工場・事業場については、指定地域内の表3-15に示す特定施設を設置する工場・事業場が対象となり、その規制基準は、表3-16に示すとおりである。

建設作業については、指定地域内の特定建設作業が対象となり、その作業及び規制基準等は表3-17に示すとおりである。

自動車騒音については、上記の指定地域内の自動車騒音について、表3-18に示すとおり区域と要請限度が定められている。

なお、事業計画地は用途地域の指定がなく（市街化調整区域）、特定工場に係る規制基準では第二種区域、特定建設作業に係る規制基準では１号区域、自動車騒音の限度ではｂ区域に該当する。

《大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制》

府条例に基づく規制地域は、前述の騒音規制法第３条第１項に基づく指定区域に加え、府条例施行規則第53条第２号の規定に基づく地域が指定されている（参照）。
工場・事業場については、規制地域内の騒音規制法対象の工場・事業場（表3-15）以外の全ての工場・事業場が対象となり、その規制基準は表3-16に示すとおりである（ただし、騒音規制法以外の工場・事業場にあっても、電気工作物（電気事業法第２条第１項第12号）又はガス工作物（ガス事業法第２条第10項）のみを設置する工場・事業場は対象となる）。

建設作業については、府条例の規制地域内の特定建設作業が対象となり、その作業及び規制基準等は表3-17に示すとおりである。

知事は、自動車運行に伴う騒音等により道路の周辺の生活環境が著しく損なわれると認める場合で騒音規制法又は振動規制法の規程により要請等を行うときを除くほか、特に必要があると認めるときは、当該道路の部分の構造の改善その他自動車の運行に伴う騒音等の低減に資する事項に関し、道路管理者又は関係行政機関の長に意見を述べることとなっている。

自動車の所有者や運転者等は自動車の合理的な使用、必要な整備、適正な運転等に努めなければならないとされている。

表3-15  騒音に係る特定施設（法施行令別表第1）
	１
金属加工機械

イ
圧延機械（原動機の定格出力の合計が22.5kW以上のものに限る。）

ロ
製管機械

ハ
ベンディングマシン（ロール式のものであって、原動機の定格出力が3.75kW以上のものに限る。）

ニ
液圧プレス（矯正プレスを除く。）

ホ
機械プレス（呼び加圧能力が294キロニュートン以上のものに限る。）

ヘ
せん断機（原動機の定格出力が3.75kW以上のものに限る。）

ト
鍛造機

チ
ワイヤーフォーミングマシン

リ
ブラスト（タンブラスト以外のものであって、密閉式のものを除く。）

ヌ
タンブラー

ル
切断機（といしを用いるものに限る。）

２
空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る。）

３
土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る。）

４
織機（原動機を用いるものに限る。）

５
建設用資材製造機械

イ
コンクリートプラント (気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が0.45ｍ３以上のものに限る。）
ロ
アスファルトプラント (混練機の混練重量が200kg以上のものに限る。)

６
穀物用製粉機（ロール式のものであって、原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る。）

７
木材加工機械

イ
ドラムバーカー

ロ
チッパー (原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。)

ハ
砕木機

ニ
帯のこ盤 (製材用のものにあっては原動機の定格出力が15kW以上のもの、木工用のものにあっては原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。)

ホ
丸のこ盤 (製材用のものにあっては原動機の定格出力が15kW以上のもの、木工用のものにあっては原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。)

ヘ
かんな盤 (原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。)

８
抄紙機

９
印刷機械（原動機を用いるものに限る。）

10
合成樹脂用射出成形機

11
鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。）


資料：騒音規制法施行令（昭和43年政令第324号）別表第1

表3-16 騒音規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく
工場等に係る規制基準
単位：デシベル

	時間の区分
 区域の区分
	朝
午前6時から
午前8時まで
	昼　間
午前8時から
午後6時まで
	夕
午後6時から
午後10時まで
	夜　間
午後10時から
翌日午前6時まで

	第一種区域
	45
	50
	45
	40

	第二種区域
	50
	55
	50
	45

	第三種区域
	60
	65
	60
	55

	第四種区域
	既設の学校、保育所等の敷地の周囲50メートルの区域及び第二種区域の境界から15メートル以内の区域
	60
	65
	60
	55

	
	その他の区域
	65
	70
	65
	60


備　考

１．「デシベル」とは、計量法（平成４年法律第51号）別表第２に定める音圧レベルの計量単位をいう。

２．騒音の測定は、計量法第71号の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。この場合において、周波数補正回路はＡ特性を、動特性は早い動特性（ＦＡＳＴ）を用いることとする。

３．測定場所は、工場又は事業場の敷地境界線上とする。ただし、敷地境界線上において測定することが適当でないと認められる場合は、敷地境界線以遠の任意の地点にいて測定することができるものとする。

４．騒音の測定方法は、当分の間、規格第71条の条件に合格した騒音レベル測定方法によるものとし、騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。

（1） 騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合、その指示値とする。

（2） 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一定の場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。

（3） 騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の90パーセントレンジの上端の数値とする。

（4） 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない場合は、その変動ごとの指示値の最大値の90パーセントレンジの上端の数値とする。

５．「第一種区域」「第二種区域」「第三種区域」及び「第四種区域」とは、それぞれ次の各号に掲げる地域をいう。

（騒音規制法）
第一種区域：都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域

第二種区域：都市計画法第２章の規定により定められた第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない区域

第三種区域：都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域、商業地域及び準工業地域

第四種区域：都市計画法第２章の規定により定められた工業地域

（大阪府生活環境の保全等に関する条例）
第一種区域：第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域

第二種区域：第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに用途地域の指定のない区域のうち第四種区域に該当する地域以外の地域

第三種区域：近隣商業地域、商業地域及び準工業地域のうち第四種区域に該当する地域以外の地域

第四種区域：工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例第53条第2号に掲げる区域

６．「既存の学校、保育所」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定される病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するものであって、第四種区域及びその周辺50mの区域に昭和45年４月１日において既に設置されているもの（同日においては既に着工されているものを含む。）をいう。

７．この表は、建設工事に伴って発生する騒音並びに航空機騒音及び鉄軌道騒音の運行に伴って発生する騒音については適用しないものとする。

資料：「騒音規制法に基づく規制基準」（昭和49年7月1日大阪府告示第949号）

「大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則」（平成６年大阪府規則第81号）

表3-17  騒音規制法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく
特定建設作業に係る規制基準
	特定建設作業の種類
	敷地境界における騒音の大きさ
	作業禁止時刻
	１日における延作業時間
	同一場所における作業期間
	作業禁止日

	
	
	一号

区域
	二号

区域
	一号

区域
	二号

区域
	
	

	法・府条例
	1
	くい打機（もんけんを除く。）、くい抜機又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業（くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。）
	85デシベル
	19～7時
	22～6時
	10時間以内
	14時間以内
	連続6日以内
	日曜日
及び
休　日

	
	2
	びょう打機を使用する作業
	
	
	
	
	
	
	

	
	3
	さく岩機を使用する作業
	
	
	
	
	
	
	

	
	4
	空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであって､その原動機の定格出力が一五キロワット以上のものに限る。）を使用する作業（さく岩機の動力として使用する作業を除く。）
	
	
	
	
	
	
	

	
	5
	コンクリートプラント（混練機の混練容量が〇・四五立方メートル以上のものに限る。）又はアスファルトプラント（混練機の混練重量が二〇〇キログラム以上のものに限る。）を設けて行う作業（モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設けて行う作業を除く。）
	
	
	
	
	
	
	

	
	6
	バックホウ（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き､原動機の定格出力が八〇キロワット以上のものに限る。）を使用する作業。
	
	
	
	
	
	
	

	
	7
	トラクターショベル（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き､原動機の定格出力が七〇キロワット以上のものに限る。）を使用する作業
	
	
	
	
	
	
	

	
	8
	ブルドーザー（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き､原動機の定格出力が四〇キロワット以上のものに限る。）を使用する作業
	
	
	
	
	
	
	

	府条例
	9
	6、7又は8に規定する作業以外のショベル系掘削機械（原動機の定格出力が20kWを越えるものに限る。）、トラクターショベル又はブルドーザーを使用する作業
	
	
	
	
	
	
	

	
	10
	コンクリートカッターを使用する作業（＊）
	
	
	
	
	
	
	

	
	11
	鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業
	
	
	
	
	
	
	


備　考

1.＊：作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50mを越えない作業に限る。

2.騒音規制法に基づく区域
一号区域：都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域のうち学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項に規定する図書館、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する特別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内の地域及び同法第８条第１号に規定する用途地域の指定のない地域

二号区域：騒音規制法第３条第１項の規定により指定された地域のうち、一号区域以外の区域
3.大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく区域
一号区域：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び用途地域の指定のない地域のうち第二号区域に該当する地域以外の地域並びに工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第２号に掲げる地域のうち学校、保育所、病院、入院施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内の地域

二号区域：工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第２号に掲げる地域のうち一号区域に該当する地域以外の区域
4.作業時間等の適用除外：災害その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合などに適用除外が設けられている。

5.特定建設作業の除外規定：当該作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。（騒音規制法施行令第２条、大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第52条）
資料：「大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則」（平成６年大阪府規則第81号）

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43年厚生省・建設省告示第1号）

表3-18  騒音規制法に基づく自動車騒音の限度（要請限度）
	区　域　の　区　分
	時　間　の　区　分

	
	昼　　間
午前６時から
午後10時まで
	夜　　間
午後10時から
翌日午前６時まで

	ａ区域及びｂ区域のうち１車線を有する道路に面する区域
	65デシベル
	55デシベル

	ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域
	70デシベル
	65デシベル

	ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域及びｃ区域のうち車線を有する道路に面する区域
	75デシベル
	70デシベル


	区域の区分
	該当地域

	ａ区域
	昭和49年大阪府告示第948号（騒音規制法第３条第１項の規定による特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域の指定）により指定された地域（以下「指定地域」という。　表3-18参照）のうち、都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域

	ｂ区域
	指定地域のうち、都市計画法第２章の規定により定められた第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない地域

	ｃ区域
	地域指定のうち、都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域


資料：「騒音規制法第17条第１項の規定に基づく指定地域内における

自動車騒音の限度を定める省令」（平成12年３月２日総理府令第15号）

「騒音規制法に基づく自動車騒音の限度に係る区域の区分」

（平成12年３月21日大阪府告示第41号）

表3-19  大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第2号の
規定に基づく地域の指定

	大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第2号の規定に基づく地域の指定

平成６年10月31日大阪府告示第1665号　最終改正　平成22年7月8日告示第1261号

大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則（平成6年大阪府規則第81号）第53条第2号の規定により、次の地域を規制地域として指定し、平成６年11月１日から実施する。

1　都市計画法第2章の規定により定められた工業専用地域のうち次に掲げる地域

(1)　大阪市の区域

ア　此花区のうち島屋三丁目、島屋四丁目、島屋六丁目、春日出南三丁目、桜島二丁目及び桜島三丁目の工業専用地域並びに酉島五丁目、島屋二丁目、島屋五丁目、梅町一丁目、梅町二丁目、北港一丁目、北港二丁目及び常吉二丁目の工業専用地域の一部
イ　港区のうち市岡二丁目、市岡四丁目、福崎一丁目、福崎二丁目、海岸通三丁目及び海岸通四丁目の工業専用地域
ウ　大正区のうち泉尾六丁目、泉尾七丁目、北恩加島一丁目、北恩加島二丁目、南恩加島一丁目、南恩加島四丁目から南恩加島七丁目まで、鶴町一丁目から鶴町五丁目まで、三軒家東二丁目、三軒家東三丁目、千島一丁目、小林東一丁目及び平尾一丁目の工業専用地域
エ　西淀川区のうち大野三丁目、百島一丁目及び百島二丁目の工業専用地域並びに中島二丁目、西島一丁目及び西島二丁目の工業専用地域の一部
オ　淀川区のうち加島一丁目から加島三丁目まで、三津屋北二丁目、三津屋北三丁目、田川三丁目、田川北一丁目、田川北三丁目、十三本町二丁目、十三元今里三丁目及び野中南二丁目の工業専用地域
カ　鶴見区のうち今津北三丁目及び今津北四丁目の工業専用地域
キ　住之江区のうち北加賀屋三丁目から北加賀屋五丁目まで、緑木一丁目、緑木二丁目、泉二丁目、平林南一丁目、平林南二丁目、柴谷二丁目、南港東一丁目から南港東三丁目まで、南港東八丁目、南港東九丁目及び南港南一丁目の工業専用地域並びに柴谷一丁目の工業専用地域の一部
ク　平野区のうち加美東六丁目、加美東七丁目及び加美南二丁目の工業専用地域
ケ　西成区のうち津守三丁目、南津守二丁目及び南津守五丁目の工業専用地域
(2)　堺市の区域

ア　堺区のうち松屋大和川通三丁、松屋大和川通四丁、緑町三丁、緑町四丁、三宝町八丁、三宝町九丁、海山町六丁、海山町七丁、山本町六丁及び神南辺町四丁から神南辺町六丁までの工業専用地域並びに築港八幡町、塩浜町、築港南町、大浜西町及び出島西町の工業専用地域の一部
イ　西区のうち石津西町及び築港浜寺町の工業専用地域の一部
ウ　美原区のうち木材通一丁目から木材通四丁目までの工業専用地域
(3)　岸和田市の区域

地蔵浜町及び新港町の工業専用地域並びに木材町及び臨海町の工業専用地域の一部
(4)　泉大津市の区域

臨海町の工業専用地域の一部
(5)　貝塚市の区域

港の工業専用地域の一部
(6)　枚方市の区域

中宮大池一丁目から中宮大池四丁目まで、出屋敷西町一丁目、池之宮三丁目、池之宮四丁目、村野高見台、春日北町一丁目から春日北町三丁目まで、春日北町五丁目、春日西町一丁目、春日野一丁目、春日野二丁目、野村元町、長尾谷町一丁目、招提田近一丁目から招提田近三丁目まで及び高野道二丁目の工業専用地域
(7)　八尾市の区域

神武町及び北亀井町一丁目から北亀井町三丁目までの工業専用地域
(8)　泉佐野市の区域

住吉町の工業専用地域の一部
(9)　富田林市の区域

中野町東二丁目及び若松町東三丁目の工業専用地域
(10)　和泉市の区域

テクノステージ一丁目からテクノステージ三丁目までの工業専用地域
(11)　柏原市の区域

国分東条町及び円明町の工業専用地域
(12)　羽曳野市の区域

駒ケ谷の工業専用地域
(13)　高石市の区域

高砂一丁目及び高砂二丁目の工業専用地域の一部
(14)　東大阪市の区域

加納四丁目の工業専用地域
(15)　忠岡町の区域

新浜一丁目及び新浜二丁目の工業専用地域
2　空港敷地のうち次に掲げる地域

大阪国際空港のうち豊中市及び池田市の区域並びに八尾空港の敷地
3　特定建設作業に伴って発生する騒音又は振動にあっては、1及び2に掲げる地域のほか、騒音規制法(昭和43年法律第98号)第3条第1項及び振動規制法(昭和51年法律第64号)第3条第1項の規定により指定される地域の境界から300m以内の地先及び水面を含む。

4　関係図面は、次の場所において一般の縦覧に供する。

大阪市環境局環境保全部環境規制担当、北部環境保全監視担当、東部環境保全監視担当、西部環境保全監視担当、南東部環境保全監視担当及び南西部環境保全監視担当、堺市環境局環境保全部環境指導課、岸和田市環境部環境保全課、豊中市環境部環境政策室、池田市市民生活部環境にやさしい課、泉大津市市民産業部生活環境課、貝塚市環境生活部環境政策課、枚方市環境保全部環境公害課、八尾市経済環境部環境保全課、泉佐野市生活産業部環境衛生課、富田林市産業環境部みどり環境課、和泉市環境産業部環境保全課、柏原市市民生活部環境保全課、羽曳野市都市開発部都市計画課、高石市総務部生活環境課、東大阪市環境部公害対策課、忠岡町住民部生活環境課並びに大阪府環境農林水産部環境管理室交通環境課




資料：「大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第２号の規定に基づく地域の指定」（平成６年10月31日大阪府告示第1665号 改正：平成22年７月８日大阪府告示第1261号）

3 振動に係るもの

振動については、「振動規制法」（昭和51年６月10日法律第64号）及び府条例に基づいて規制されている。それぞれ対象となる地域を指定し、その地域内の工場・事業場、建設作業、自動車等の発生源の種類や地域ごとに、各々の特性に応じた規制が行われている。

《振動規制法に基づく規制》

振動規制法第３条第１項に基づく指定地域は、大阪府においては「振動規制法に基づく地域の指定」（昭和52年11月１日大阪府告示第1488号）により指定されており、府の区域（大阪市、堺市、岸和田市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、茨木市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市の区域を除く。）のうち次に掲げる地域以外の地域とされている。

(1) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた工業専用地域

(2) 関西国際空港、大阪国際空港の敷地

(3) 工業用の埋立地のうち都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない地域

工場・事業場については、指定地域内の表3-20に示す特定施設を設置する工場・事業場が対象となり、その規制基準は、表3-21に示すとおりである。また、建設作業振動については表3-22に、道路交通振動については表3-23に示すとおりである。

なお、事業計画地は用途地域の指定がなく（市街化調整区域）、特定工場に係る規制基準では第一種区域に、特定建設作業に係る規制基準では１号区域に、道路交通振動の限度では第一種区域に該当する。
《大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制》

府条例に基づく規制地域は、前述の振動規制法第３条第１項に基づく指定地域に加え、府条例施行規則第53条第２号の規制に基づく地域が指定されている（参照）。

工場・事業場については、規制地域内の振動規制法対象の工場・事業場（表3-20）以外の全ての工場・事業場が対象となり、その規制基準は表3-21に示すとおりである（ただし、振動規制法以外の工場・事業場にあっても、電気工作物（電気事業法第２条第１項第12号）又はガス工作物（ガス事業法第２条第10項）のみを設置する工場・事業場は対象となる）。

表3-20  振動に係る特定施設（法施行令別表第１）
	１
金属加工機械

イ
液圧プレス（矯正プレスを除く。）

ロ
機械プレス

ハ
せん断機（原動機の定格出力が1kW以上のものに限る。）

ニ
鍛造機

ホ
ワイヤーフォーミングマシン（原動機の定格出力が37.5kW以上のものに限る。）

２
圧縮機（原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る。）

３
土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る。）

４
織機（原動機を用いるものに限る。）

５
コンクリートブロックマシン（原動機の定格出力の合計が2.95kW以上のものに限る。）並びにコンクリート管製造機械及びコンクリート柱製造機械（原動機の定格出力の合計が10kW以上のものに限る。）

６
木材加工機械

イ
ドラムバーカー

ロ
チッパー（原動機の定格出力が2.2kW以上のものに限る。）

７
印刷機械（原動機の定格出力が2.2kW以上のものに限る。）

８
ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機（カレンダーロール機以外のもので原動機の定格出力が30kW以上のものに限る。）

９
合成樹脂用射出成形機

10
鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。）


資料：振動規制法施行令（昭和51年政令第280号）別表第1

表3-21  振動規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく
工場等に係る規制基準
	時間の区分
区域の区分
	昼　　間
午前６時から
午後９時まで
	夜　　間
午後９時から
翌日の午前６時まで

	第一種区域
	60デシベル以下
	55デシベル以下

	第二種区域（Ⅰ）
	65デシベル以下
	60デシベル以下

	第二種区域（Ⅱ）
	既設の学校、保育所等の敷地の周囲50mの区域及び第一種区域の境界線から15m以内の区域
	65デシベル以下
	60デシベル以下

	
	その他の区域
	70デシベル以下
	65デシベル以下


備考

1. 「デシベル」とは、計量法別表第二に定める振動加速度レベルの計量単位をいう。

2. 振動の測定は、計量法第71条の条件に合格した振動レベル計を用い、鉛直方向についても行うものとする。この場合において、振動感覚補正回路は鉛直振動特性を用いることとする。

3. 測定場所は、原則として工場又は事業場の敷地境界線上とする。

4. 振動の測定方法は、当分の間、日本工業規格Z8735に定める振動レベル測定方法によるものとし、振動の大きさの決定は、次のとおりとする。

(1) 測定器の指示値が変動せず、又はその変動が少ない場合には、その指示値とする。

(2) 測定器の指示値が周期的又は間欠的に変動する場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。

(3) 測定器の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、５秒間隔、百個またはこれに準ずる間隔、個数の測定値の80パーセントレンジの上端の数値とする。

5. 「第一種区域」「第二種区域（Ⅰ）」及び「第二種区域（Ⅱ）」とは、それぞれ次の各号に掲げる地域をいう。

（振動規制法）

第一種区域：都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同法第８条第１号に規定する用途地域の指定のない地域

第二種区域（Ⅰ）：都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域、商業地域及び準工業地域

第二種区域（Ⅱ）：都市計画法第２章の規定により定められた工業地域

（大阪府生活環境の保全等に関する条例）

第一種区域：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに用途地域の指定のない地域のうち第二種区域（Ⅱ）に該当する地域以外の地域

第二種区域（Ⅰ）：近隣商業地域、商業地域及び準工業地域のうち第二種区域（Ⅱ）に該当する地域以外の地域

第二種区域（Ⅱ）：工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第２号に掲げる地域

6. 「既設の学校、保育所等」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項に規定する図書館並びに老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する特別養護老人ホームであって、昭和52年12月１日において既に設置されているもの（同日において既に着工されているものを含む。）をいう。

7. この表は、建設工事に伴って発生する振動及び鉄軌道の運行に伴って発生する振動については適用しないものとする（府条例）。

資料：「振動規制法に基づく規制基準の設定」（昭和52年11月1日大阪府告示第1489号）

「大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則」（平成６年大阪府規則第81号）

表3-22  振動規制法及び大阪府生活環境の保全に関する条例に基づく
特定建設作業に係る規制基準
	適用
	特定建設作業の種類
	敷地境界における振動の大きさ
	作業禁止
時刻
	１日における延作業時間
	同一場所における作業期間
	作業禁止日

	
	
	
	一号
区域
	二号
区域
	一号
区域
	二号
区域
	
	

	法・府条例
	1. くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業

2. 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業
3. 舗装版破砕機を使用する作業（＊）
4. ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（＊）
	75デシベル
	19～7時
	22～6時
	10時間以内
	14時間以内
	連続6日以内
	日曜日
及び休日

	府条例
	5. ブルドーザー、トラクターショベル又はショベル系掘削機械（原動機の定格出力が20キロワットを超えるものに限る。）を使用する作業
	
	
	
	
	
	
	


備　考
１．＊：作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50ｍを超えない作業に限る。

２．振動規制法に基づく区域

一号区域：都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域のうち学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項に規定する図書館並びに老人福祉法（昭和38年法律第133号）第14条第１項第２号に規定する特別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内の地域及び同法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない地域
二号区域：振動規制法第３条第１項の規定により指定された地域のうち、一号区域以外の区域
３．大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく区域

一号区域：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び用途地域の指定のない地域のうち二号区域に該当する地域以外の地域並びに工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第２号に掲げる地域のうち学校、保育所、病院、入院施設を有する診療所、図書館及び特別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内の地域

二号区域：工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第53条第２号に掲げる地域のうち一号区域に該当する地域以外の地域

４．作業時間等の適用除外：災害その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合などに適用除外が設けられている。
５．特定建設作業の除外規定：当該作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。（振動規制法施行令第２条、大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第52号）
資料：「大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則」（平成６年大阪府規則第81号）

「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府例第58号）
表3-23  振動規制法に基づく道路交通振動の限度（要請限度）
	時間の区分
区域の区分
	昼　　間
午前6時から
午後9時まで
	夜　　間
午後9時から
翌日の午前6時まで

	第一種区域
	65デシベル
	60デシベル

	第二種区域
	70デシベル
	65デシベル


備　考
１　振動の測定場所は、道路の敷地の境界線とする。
２　「第一種区域」、「第二種区域」とは、振動規制法に基づく道路交通振動の限度に係る区域及び時間の区分に掲げる区域をいう。
第一種区域：都市計画法（昭和43年法律第100号）第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない地域

第二種区域：都市計画法第２章の規定のより定められた近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域

資料：「振動規制法施行規則」（昭和51年、総理府令第58号）
「振動規制法施行規則に基づく道路交通振動の限度の区域及び時間の区分」

（昭和52年11月1日大阪府告示第304号）
4 悪臭に係るもの

悪臭については、「悪臭防止法」（昭和46年６月１日法律第91号）に基づき、敷地境界線における濃度、排出口における流量又は濃度、排出水中における濃度について大阪府知事により規制地域及び規制基準が定められている。和泉市域に適用される特定悪臭物質濃度の敷地境界線における規制基準は、表3-24に示すとおりである。
また、和泉市に隣接する堺市や岸和田市では、それまでの特定悪臭物質による物質濃度規制から、多種多様な悪臭物質に対応可能な人の嗅覚を用いた臭気指数規制へと規制方法が変更されており、工場及び事業場の敷地境界や排出口及び排水口において表3-25に示す臭気指数の規制基準値が定められている。
なお、悪臭の規制方式は、近年、臭気指数規制に移行する傾向にある。

表3-24　悪臭の規制基準（特定悪臭物質濃度の敷地境界線の基準）

	特定悪臭物質
	規制基準値

	アンモニア
	
1
ppm

	メチルメルカプタン
	
0.002
ppm

	硫化水素
	
0.02
ppm

	硫化メチル
	
0.01
ppm

	二硫化メチル
	
0.009
ppm

	トリメチルアミン
	
0.005
ppm

	アセトアルデヒド
	
0.05
ppm

	プロピオンアルデヒド
	
0.05
ppm

	ノルマルブチルアルデヒド
	
0.009
ppm

	イソブチルアルデヒド
	
0.02
ppm

	ノルマルバレルアルデヒド
	
0.009
ppm

	イソバレルアルデヒド
	
0.003
ppm

	イソブタノール
	
0.9
ppm

	酢酸エチル
	
3
ppm

	メチルイソブチルケトン
	
1
ppm

	トルエン
	
10
ppm

	スチレン
	
0.4
ppm

	キシレン
	
1
ppm

	プロピオン酸
	
0.03
ppm

	ノルマル酪酸
	
0.001
ppm

	ノルマル吉草酸
	
0.0009
ppm

	イソ吉草酸
	
0.001
ppm


表3-25　悪臭の規制基準（臭気指数の敷地境界線・気体排出口・排水口の基準）
	○敷地境界上での臭気指数規制基準（第１号規制）

　　臭気指数　10

	○気体排出口での臭気指数規制基準（第２号規制）

(1) 気体排出口の実高さが15m 以上の場合

気体排出口における規制基準は、次式より算出された臭気排出強度ｑt [m3N/min]とする。

ｑt＝(60×10A)/Fmax　　Ａ＝(L/10)―0.2255

この式において、

ｑt　：排出ガスの臭気排出強度（Nm3/min）

Ｆmax：≪別表≫に示すＦ(x)の最大値で、１単位の臭気排出強度（１m3N/sec）に対する

地上臭気濃度の最大値（単位：sec/m3N）

L　：敷地境界上での規制（第１号規制）基準値（10）

なお、Ｆ(x)の算出方法については、別表に示すとおりである。

(2)気体排出口の実高さが15m 未満の場合

気体排出口における規制基準は、次式より算出された臭気指数I とする。

Ｉ＝10×Log10（Ｋ×Ｈb2×10L/10）

Ｉ　：排出ガスの臭気指数

Ｋ　：排出口の口径の区分ごとに定められた値

排出口の口径が0.6m未満の場合は、0.69、0.6m以上0.9m未満の場合は0.20、0.9m以上は0.10とする。

Ｈb　：周辺建物の最大高さ(m)

周辺建物の最大高さＨbは6.7m 未満の場合は排出口の実高さの1.5倍、6.7m以上10m未満の場合は10m、10以上であって排出口の実高さの1.5倍以上の場合は排出口の実高さの1.5倍とする。

L　：敷地境界上での規制（第１号規制）基準値（10）

初期排出高さの算出は、次式による。ただし、当該方法により算出される値が排出口の実高さの値を超える場合、初期排出高さは排出口の実高さ(m)とする。

Ｈi＝Ｈ0＋２(Ｖ－1.5)Ｄ

この式において、Ｈi、Ｈ0、Ｖ及びＤは、それぞれ次の値を表すものとする。

Ｈi　： 初期排出高さ(m)

Ｈ0 ：排出口の実高さ(m)

Ｖ 　：排出ガスの排出速度(m/sec)

Ｄ 　：排出口の口径(m)。ただし、排出口の形状が円形でない場合には、その断面積を円の面積とみなしたときの円の直径

	○排水口での臭気指数規制基準（第３号規制）

　　臭気指数　26


注）和泉市に隣接する堺市、岸和田市ともに、上表の規制が行われている。

≪別表≫

	Ｆ(x)＝(1/3.14σyσz)×exp(-(Ｈe(x)2/2σz2)

	この式において、

x：排出口からの風下距離(m)

σy　　：環境大臣が定める方法により周辺最大建物の影響を考慮して算出され、排出口からの風下距離に応じた排出ガスの水平方向拡散幅(m)

σz　　：環境大臣が定める方法により周辺最大建物の影響を考慮して算出され、排出口からの風下距離に応じた排出ガスの鉛直方向拡散幅(m)

Ｈe(x) ：排出口からの風下距離に応じた排出ガスの流れの中心軸の高さ(m)。ただし、次式におけるＨiとΔＨdの和が周辺最大建物の高さの0.5倍未満となる場合、0m。

Ｈe(x)＝Ｈi＋ΔＨ＋ΔＨd
Ｈi　 ：初期排出高さ(m)

ΔＨ　：環境大臣が定める方法により算出される、排出口からの風下距離に応じた排出ガスの流れの中心軸の上昇高さ(m)

ΔＨd ：次に掲げる初期排出高さの区分ごとに算出される周辺最大建物の影響による排出ガスの流れの中心軸の低下高さ(m)

ＨiがＨb未満の場合　　　　　　　　：-1.5Ｈb
ＨiがＨb以上Ｈbの2.5倍未満の場合：Ｈi－2.5Ｈb
ＨiがＨbの2.5倍以上の場合　　　　：0

Ｈbは周辺最大建物高さ(m)

	出典：
	「悪臭防止法」（昭和46年法律第91号）




5 水質に係るもの

水質については、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」により、表3-26に示す放流水の水質基準値が定められている。

また、「水質汚濁防止法」（昭和45年12月25日　法律第138号）、「瀬戸内海環境保全特別措置法」（昭和48年10月２日法律第110号）及び府条例により、特定施設又は届出施設を設置する工場・事業場から公共用水域に排出される排出水について規制が行われている。

また、水質汚濁防止法第３条第３項に基づく上乗せ条例により、水質汚濁防止法の一律基準より厳しい排水基準を定めるとともに、府条例により汚水に係る規制基準を設定して濃度規制を行っている。

表3-26  放流水の排水基準

	1
	アルキル水銀化合物
	検出されないこと。

	2
	水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物
	水銀
0.005
mg/L以下

	3
	カドミウム及びその化合物
	カドミウム
0.1
mg/L以下 

	4
	鉛及びその化合物
	鉛
0.1
mg/L以下 

	5
	有機燐化合物(ﾊﾟﾗﾁｵﾝ､ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ､ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ及びｴﾁﾙﾊﾟﾗﾆﾄﾛﾌｪﾆﾙﾁｵﾉﾍﾞﾝｾﾞﾝﾎｽﾎﾈｲﾄ(別名EPN)に限る。)
	
1
mg/L以下

	6
	六価クロム化合物
	六価クロム
0.5
mg/L以下 

	7
	砒素及びその化合物
	砒素
0.1
mg/L以下 

	8
	シアン化合物
	シアン
1
mg/L以下 

	9
	ポリ塩化ビフェニル
	
0.003 
mg/L以下

	10
	トリクロロエチレン
	
0.3
mg/L以下

	11
	テトラクロロエチレン
	
0.1
mg/L以下

	12
	ジクロロメタン
	
0.2
mg/L以下

	13
	四塩化炭素
	
0.02
mg/L以下

	14
	1,2-ジクロロエタン
	
0.04
mg/L以下

	15
	1,1-ジクロロエチレン
	
0.2
mg/L以下

	16
	シス-1,2-ジクロロエチレン
	
0.4
mg/L以下

	17
	1,1,1-トリクロロエタン
	
3
mg/L以下

	18
	1,1,2-トリクロロエタン
	
0.06
mg/L以下

	19
	1,3-ジクロロプロペン
	
0.02
mg/L以下

	20
	チウラム
	
0.06
mg/L以下

	21
	シマジン
	
0.03
mg/L以下

	22
	チオベンカルブ
	
0.2
mg/L以下

	23
	ベンゼン
	
0.1
mg/L以下

	24
	セレン及びその化合物
	セレン
0.1
mg/L以下 

	25
	ほう素及びその化合物
	海域以外の公共用水域に排出されるもの、当分の間、ほう素50mg/L以下

	
	
	海域に排出されるもの、当分の間、ほう素230mg/L以下

	26
	ふっ素及びその化合物
	15 　　 mg/L以下
（海域以外の公共用水域に排出されるものは、当分の間、適用するものとする。）

	27
	アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物
	当分の間、アンモニア性窒素に0.4を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量
200
mg/L以下

	28
	水素イオン濃度(水素指数)
	海域以外の公共用水域に排出されるもの5.8以上8.6以下

	
	
	海域に排出されるもの5.0以上9.0以下

	29
	生物化学的酸素要求量
	
60 
mg/L以下

	30
	化学的酸素要求量
	
90
 mg/L以下

	31
	浮遊物質量
	
60 
mg/L以下

	32
	ノルマルヘキサン抽出物質含有量(鉱油類含有量)
	
5 
mg/L以下

	33
	ノルマルヘキサン抽出物質含有量(動植物油脂類含有量)
	
30
 mg/L以下

	34
	フェノール類含有量
	
5 
mg/L以下

	35
	銅含有量
	
3 
mg/L以下

	36
	亜鉛含有量
	
2 
mg/L以下

	37
	溶解性鉄含有量
	
10
 mg/L以下

	38
	溶解性マンガン含有量
	
10 
mg/L以下

	39
	クロム含有量
	
2 
mg/L以下

	40
	大腸菌群数
	日間平均
 3,000
個/cm3以下

	41
	窒素含有量
	120 (日間平均60) 

mg/L以下

	42
	燐含有量
	 16 (日間平均 8) 

mg/L以下

	備　考

	1
	「検出されないこと」とは、第三条の規定に基づき環境大臣が定める方法により検査した場合において、その結果が当該検査方法の定量限界を下回ることをいう。

	2
	「日間平均」による排水基準値は、1日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。

	3
	海域及び湖沼に排出される放流水については生物化学的酸素要求量を除き、それ以外の公共用水域に排出される放流水については化学的酸素要求量を除く。

	4
	窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域(湖沼であって水の塩素イオン含有量が9,000mg/Lを超えるものを含む。以下同じ。)として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。

	5
	燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。


資料：「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」(昭和52年　総理府・厚生省令第1号)
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